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令和２年２月 27日 

 

養父市議会議長  深 澤   巧 様 

  

 生活環境常任委員会 

                       委員長 植 村 和 好 

 

 

生活環境常任委員会調査報告書 

 

 閉会中において、当委員会の所管事務につき調査したことを次のとおり報告

する。 

記  
１ 調査年月日 令和２年１月 23日（木） 
 

２ 調 査 事 項 
  （１）公共土木施設及び農地農業用施設等災害復旧の対応状況について   （２）養父市商工業の現状と今後について  
３ 調 査 内 容 
  （１）公共土木施設及び農地農業用施設等災害復旧の対応状況について 

    平成 30年７月豪雨及び同年９月の台風 24号による災害復旧事業の対

応と現状について、市道養父市場上薮崎線道路災害復旧工事と高柳統合

井堰災害復旧工事の２箇所の現地調査及び所管部局からの説明を受け調

査を行った。                             

当該災害復旧の箇所総数は、608箇所に上り、応急災害復旧 167箇所、

市単独災害復旧 375箇所、補助対象災害復旧 66箇所で、工事等契約額の

総額は 679,335千円である。調査日時点での完成箇所は 527箇所で、未竣

工工事の年度内の完成を目指している。市単独災害復旧工事で年度内完成

が不可能な箇所については、４月以降速やかに完成させる予定である。               

市内の建設事業者は現在 57社で、八鹿地域に 23社、養父地域に 17社、

大屋地域に８社、関宮地域に９社がある。膨大な数の復旧工事を円滑に進

めるため、八木川流域（八鹿地域及び関宮地域）と大屋川流域（養父地域

及び大屋地域）に分けて流域内の業者に発注している。 
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【まとめ】 

    平成 30 年７月豪雨及び同年 24 号台風による災害箇所は、応急災害対

策及び規模の大小を含めて 600 箇所を超えたが、応急復旧工事の対応や

速やかな被害調査等、市の迅速な災害対応に対し市民から高い評価があ

った。今後は、不測の事態に対応できる職員の確保が課題になる。 

    近年の自然災害は、予測しがたく回数も増えている。一方で、市内建

設事業者においては、人手不足と市場規模の縮小により事業継続が課題

となっており、災害時における機動力の低下が懸念される。 

    市は、建設事業者の労働力不足及び持続可能な事業継承を促す支援対

策が必要である。 

     

 （２）養父市商工業の現状と今後について   

本市における商工業の現状と目指すべき将来像について、所管部局と養 

父市商工会からデータの分析や活動状況の説明を受け調査した。 

市内中心市街地の小売店舗が郊外の大型店舗出店で衰退し市街地の空

洞化が進行している。 

市は農業、観光・スポーツ分野及び製造業の３分野での新産業を後押し、

生産性改革を進め地域経済の循環による活性化を目指している。 

市内事業所の有効求人倍率は 2.02 と高く人手不足が深刻な状態にある

ことを示している。また、60 歳代の経営者が 41.6％を占めており、後継

者問題が喫緊の課題となっている。市はこれらの課題解決のため、事業所

ガイドブック等による求職者と事業者等のマッチングや円滑な事業継承

を進めるための創業・第二創業補助金などの支援を行っている。     

    養父市商工会は平成 18年度 1,048 会員から平成 30年度は 740会員へ

と減少しており、特に建設業、小売業、飲食・宿泊業の減少率は 30％を

超えている。経済産業省が求める経営発達支援計画の認定を受け伴走型

支援を実践し、平成 29年度は養父市地域経済白書を調査・発刊した。養

父市の事業所が持続的発展を実現させるためには売上を拡大させ、次世

代に事業が引き継がれることであるとしている。 

     

 

【まとめ】 

    商工業は、農業とともに市の基幹産業の両輪であるが、市内総生産額

の 96.6％を占める商工業が元気でなければ、地域経済活性化は望めない。 

    国家戦略特区の優位性を生かし、農業分野における一定の成果が見え

はじめているが、ワールドマスターズゲームズ 2021関西開催を契機とし
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た、観光・スポーツ分野での産業集積を進め、農業、製造業を３分野合

わせた価値の連鎖による経済成長を実現されたい。 

    地域経済白書の内容をすべての関係者が共有することで、養父市の商

工業の新たな一歩が始まることを期待したい。 

     


